























置かれ，それに基づいて，高齢者福祉法制 (老人福祉法，1963 年施行) と同様にサービスの
給付が行われていた。この「福祉の措置」とは，措置権者である行政機関 (市町村) が，給付
対象者 (申請者) について法律の要件を充足しているかどうかを判定したうえで，どのような










護保険法」(2000 年) が成立し，障害者福祉分野では「障害者自立支援費制度」(2003 年) が
成立した。
2003 年 4 月から実施された障害者自立支援費制度は，障害者・障害児の自己決定権の尊重，
サービス事業者との対等な関係の確立を図るための制度として導入された。こうした障害者自
立支援費制度は，介護保険法と同様に利用者優位のサービス提供方式を採用したものの，支給













億円に対して居宅介護 (ホームヘルプサービス) を中心に 128 億円の不足が生じ，「グランドデ





















































































年 4 月から施行されている介護保険法であったが，2003 年 4 月から，障害者福祉分野に導入
された支援費制度でも類似の仕組みをとっていた。そして，障害者自立支援法では，現金給付
の形態を徹底させ，支援費制度に比べても，介護保険の給付構造とほぼ同じになっている。























佛教大学大学院 社会福祉学研究科篇 第 42 号 (2014 年 3 月)
― 39 ―
厚生労働省の社会・援護局傷害保険福祉部によって行われた「障害者自立支援法の施行前後
における利用者の負担等に係る実態調査結果について」(2009 年 11 月 26 日) の調査によると
障害者自立支援法の施行 (2006 年 4 月 1 日) 前後におけるサービス利用者 (障害者 (身体・
知的) 及び障害児) の実負担額 (サービス利用に係る一部負担額と食費・光熱水費に係る負担
額を合算したもの) について調査を実施し，その調査結果は〈表 1〉のようであった(3)。






















〈表 1〉 実負担額の状況について (サービス種類別の内訳)
サービス種類




訪問系サービス 1,962円 3,838 円
日中活動系サービス 740円 6,549円 (1,663円+4,886円)
入所サービス 36,583円 47,531円 (6,792円+40,739円)
注 訪問系サービスに係る「実負担額」には，いずれも「食費・光熱水費に係る負担額」は含まれていない。
障害程度区分の認定を受けることである。
厚生労働省は「障害程度区分の開発の経緯」について，①平成 16 年度厚生科学研究 (長寿
科学総合研究)「要介護状態の評価における精神，知的及び多様な身体障害の状況適切な反映
手法の開発に関する研究」で，介護保険の要介護認定 (79 項目) が障害者の介護ニーズを測
定する上でも有効だとされた，②さらに障害者の特性をより反映すべくこれに 27項目を加え










障害程度区分認定による障害福祉サービスの利用抑制は，まず，第 1 に障害の程度 (重さ)
によって給付対象者が区別され，給付を受けるサービスの種類が限定されることである。
障害程度区分認定の基準をみると給付対象者がどの障害程度区分に該当するかは，基本的に，
別表(5)第 2 から第 9までの算定方法により算定される時間を合計した障害程度区分基準時間で




































































































































現在，日本の障害者福祉制度のなかで大きな変化は 2013 年 4 月 1 日から施行されている
「障害者総合支援法」の成立であると思われる。

















2006 年から 2007年の 2回にかけて改善措置を行った。これらの改善措置の特徴として利用者
負担は，現行の応益負担の仕組みをそのままにしながら上限を引き下げたこと，日割り実績払
いについても存続した上で減収分の一部を補填したことなど，障害者自立支援法の枠内での部
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分改善措置ということである。
第 3 に， 障害者自立支援法の改正案が二度廃案になるという過程を経て，2010 年，改正障
害者自立支援法が成立されたことである。
第 4に，障害者総合支援法の政策過程において当事者 (障害者とその家族) が参加したこと




進会議」(以下「推進会議」という) が設置された。その推進会議は，構成員 24 人のうち 14
人が障害者やその家族など当事者から構成され，2010 年 1 月 12 日に初会合を開催，その後，




意文書と障害者権利条約に基づいて議論がさなれ，2011 年 8月 30 日に「障害者総合福祉法の
骨格に関する総合福祉部会の提言 (以下，骨格提言という)」をまとめた。
第 5に，改正障害者自立支援法と障害者総合支援法を通して障害者自立支援法の改正は，障


















































































( 1 ) 2004 年 10 月に厚生労働省により社会保障審議会障害者部会に示された「今後の障害者保健福祉施
策 (改革のグランドデザイン案)」である。
( 2 ) 磯野 博，2010，「障害者の貧困と低所得保障のあり方に関する問題提起」，『障害者問題研究』，
日本における障害福祉サービスの利用抑制に関する研究 (金 廣來)
― 48 ―
全国障害者問題研究会，第 37巻第 4号 276ページ・井上泰司，2006，「障害程度区分認定」試行
検証作業を通じて」，『障害者のくらしはまもれるか』，かもがわ出版 26ページ参照
( 3 ) その調査結果は，賃金と社会保障 (2010) No. 1505・06 の 40〜41頁参照
( 4 ) 伊藤周平，2009，『障害者自立支援法と権利保障』，明石書店 46ページ
( 5 ) 認定調査票では，介護保険の判定方式 (79 項目) に障害者の生活機能に関する調査項目を追加
(27項目) している。障害者程度区分基準時間の区分を定める項目群〜79 項目 (介護保険と同じ)，
一次判定のコンピュータ判定における区分変更にかかわる項目群〜16 項目 (最大 2段階まで変更)，
障害の特性を補足的に捉える項目群〜11 項目となっており，合計 106 項目でコンピュータ判定を
することとなる (井上泰司，2006：45-46)。
( 6 ) ｢要介護認定等基準時間の推計の方法の一部を改正する件」(平成 15 年 3 月 25 日) 厚生労働省告
示 109 号，別表第 2〜6
( 7 ) 岡部耕典，2006，『障害者自立支援法とケアの自律』，明石書店 14ページ
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佛教大学大学院 社会福祉学研究科篇 第 42 号 (2014 年 3 月)
― 49 ―
